
（参考資料）

緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）の概要 平成20年度創設

目目 的的目目 的的

大規模な自然災害に際して被災状況の把握や被災地方自治体の支援を行い、被災地の早期
復旧のための技術的支援を迅速に実施する。

目目 的的目目 的的

・職員をTEC‐FORCE隊員としてあらかじめ指名

するなど 事前に人員・資機材の派遣体制及

事前の体制整備活動内容活動内容活動内容活動内容

大臣（災害対策本部長）指揮命令のもと、全
国の各地方整備局等が以下の活動を実施

●被災状況の調査

●災害緊急対応

するなど、事前に人員・資機材の派遣体制及
び受入体制を整備し、迅速な活動を実施

・平時に研修や訓練を行うことによる対応能力
の向上

国の各地方整備局等が以下の活動を実施

・緊急輸送路の確保

・緊急湛水排除

●被災地方自治体の支援

・活動計画や活動拠点の準備による強化

・リエゾンの派遣

・衛星通信車等の派遣による通信網確保

・災害復旧に関する技術指導や助言

● 次災害 防止

災害対策用機材の配備

・災害対策用機材（ヘリコプター、排水ポンプ
●二次災害の防止

・応急対策の立案・実施

・被災箇所の危険度予測

機 、排
車、照明車、衛星通信車、応急組立橋等）を
地方整備局や事務所に配備

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ隊員総数

国土交通省各組織の職員で合計3,546名（平成24年4月1日現在） １



ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ各班の活動内容
隊員は河川、砂防、道路、港湾、建築、電気、機械、下水道等の専門技術者等で構成され、あらかじめ任

務別に班編成を行うことにより 緊急事態に速やかで的確な対応を可能にしています務別に班編成を行うことにより、緊急事態に速やかで的確な対応を可能にしています。

各班（任務） 活動内容

先遣班
被災直後から先行的に派遣し、被災状況や必要応援規模を把握するとともに、派遣
元への情報連絡により支援体制の強化を図る元 の情報連絡により支援体制の強化を図る

被災自治体支援班（リエゾン）
被災直後から先行的に派遣し、被災状況や被災自治体の支援ニーズを把握し、被
災地方整備局等の災害対策本部に伝達するほか、自治体業務の支援を実施

現地活動調整班
現地のTEC-FORCE各班と災害対策本部との連絡調整、技術支援に係る派遣元の

現地活動調整班
地方支部局等との連絡調整、災害情報、応急対策活動等との情報収集

情報通信班
国が保有する衛星通信車、Ku-SAT（小型画像伝送装置 ）等の機材を活用し、被災
地の映像情報配信や災害対策に係る被災地の通信回線を確保

高度技術指導班
特異な被災事象等に対する被災状況調査、高度な技術指導、被災施設等の応急措
置及び復旧方針樹立の指導を実施

被災状況調査班（ヘリ調査） 災害対策用ヘリコプターにより、広域にわたる被災状況調査を実施

被災状況調査班（現地調査） 踏査等により 公共土木施設等の被害状況を調査し 被災箇所の早期把握を実施被災状況調査班（現地調査） 踏査等により、公共土木施設等の被害状況を調査し、被災箇所の早期把握を実施

応急対策班
国が保有する照明車、排水ポンプ車、応急組立橋梁等の資機材を活用し、被災地
の応急対策を支援する

復旧工法の検討
訓練：排水ポンプ設置訓練、実地訓練など

による平時の備え
復旧方針樹立の指導被災状況調査（現地調査） ２



地方整備局別 TEC‐FORCE隊員数
TEC‐FORCE隊員は全国の地方整備局を主体に任命されており災害の規模によっては全国から集結します
※ほか、国土交通省本省、地方運輸局等、国土技術政策総合研究所、気象庁、国土地理院から構成されており、専門性を活かし※ほ 、国 交通省本省、地方運輸局等、国 技術政策総合研究所、気象庁、国 地理院 ら構成されており、専門性を活 し

た調査、技術指導等による自治体支援を実施

国土技術政策総合

本省（７０名）

北海道開発局
１７６名

国土技術政策総合
研究所（３６名）地方運輸局等

（１５９名）

沖縄総合事務局
３９名地方整備局等

（３，２８１名）

東北地方整備局
２８４名

北陸地方整備局
２４８名

※平成２４年４月１日現在 計３，５４６名
（国土地理院、気象庁は事前任命が
ないため、グラフに含まれない。）

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ 登録隊員構成

関東地方整備局

近畿地方整備局
２６８名

中国地方整備局
２６０名

ないため、グラフに含まれない。）

関東 方 備局
１，００１名

中部地方整備局九州地方整備局 中部地方整備局
２８０名

四国地方整備局
１８９名

九州地方整備局
５３６名

３



ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ隊員の派遣実績（H20以降）

平成２０年派遣総数 ５６８人 のべ １，８９４人・日

H20_06岩手宮城

内陸地震

H20_07岩手沿岸

北部地震

H20_07_28の大雨

（石川・富山県）

H20_08末豪雨
（愛知県）

H20_09_02~03の大雨

（岐阜県）

派遣隊員数（人） ４０８ １４７ ５ ５ ３

派遣隊員の活動員数派遣隊員の活動員数

（のべ 人・日）
１，４９９ ３８１ ６ ５ ３

H21_07_06~07の大雨

（和歌山県）

H21_7中国・九州北部豪雨

（山口 福岡 佐賀 長崎県）

H21_08駿河湾沖を

震源とする地震

H21台風9号
（兵庫 岡山）

平成２１年派遣総数 ２３８人 のべ １，２４８人・日

（和歌山県） （山口・福岡・佐賀・長崎県） 震源とする地震 （兵庫・岡山）

派遣隊員数（人） ４ １１９ ９２ ２３

派遣隊員の活動員数

（のべ 人・日）
４ ９５４ ２４９ ４１

H22_07_16の大雨

（広島県）

H22台風9号
（静岡県）

H22_10奄美地方の大雨

（鹿児島県）

平成２２年派遣総数 １３１人 のべ ４４９人・日

派遣隊員数（人） ２２（６） ３５（０） ７４（９）

派遣隊員の活動員数

（のべ 人・日）
６９（８） ８１（０） ２９９（１５）

平成２３年派遣総数 ３，７８２人 のべ ２３，６４８人・日

平成２４年３月３０日時点
のべ派遣総数
２７,２３９人・日

平成２３年派遣総数 ３，７８２人 のべ ２３，６４８人 日

H23_3_11
東日本大震災

平成２３年７月新潟・福島

豪雨（新潟・福島県）

H23台風12号
（奈良、和歌山、三重）

H24_3 上越市

板倉地区地すべり

派遣隊員数（人） ２，８８２（１，８３６） １３１（３８） ７３２（４１０） ３７（０）

派遣隊員の活動員数

（のべ 人・日）
１８，１１５（１２，８９８） ２６２（１０７） ５，１８５（２，８７２） ８６（０）

※（ ）内の数値は内書きで、被災地方整備局以外からの派遣者数を表します。
例）東日本大震災の場合、北海道開発局、東北地方整備局、関東地方整備局

４



○国土交通大臣の指示の下 地震直後からTEC FORCE（緊急災害対策派遣隊）として専門知識を有す

東日本大震災におけるＴＥＣーＦＯＲＣＥの活動

○国土交通大臣の指示の下、地震直後からTEC-FORCE（緊急災害対策派遣隊）として専門知識を有す

る職員の派遣や災害対策用資機材の広域運用を開始。（震災翌日には400名の派遣体制を構築）

○最大500名を超える体制で、迅速な被災状況の把握、途絶した通信機能の確保、排水ポンプ車による

湛水の排除 市町村施設の復旧のための調査等を実施湛水の排除、市町村施設の復旧のための調査等を実施。

北海道

823人日
5% 東北

2,730人日
17%

中国

四国

1,266人日
8%

九州

1,077人日
7%

17%

関東

2,397人日
15%

近畿

1,724人日
10%

1,146人日
7% 出動人数

（延べ人数）
延べ

16,207人日

ヘリコプターを使った
緊急的な被災状況調査

衛星通信車による
通信回線の確保市町村長の片腕となる

職員（リエゾン）を派遣

北陸

2,415人日
15%

中部

2,629人日
16%

北海道
九州

北海道

163人
10%

関東

302人
18%

中国

102人
6%

四国 126
人 8%

133人
8%

出動人数
（実人数）

道路被災状況の調査河川被災状況の調査

北陸

354人
21%

中部

322人

近畿

172人
10%

（実人数）
計

1,674人

排水ポンプ車による
行方不明者捜索活動の支援

5

21%322人
19%

※数字はH23 6/5現在
※実出動人数 の東北地整は集計していない。


